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平 成 ２ ２ 年 度

予算（案）の概要

（平成２１年１２月）

厚生労働省健康局



１ 新型インフルエンザ対策 １１６億円（１４４億円）

（１）医療提供体制の構築等 ５５億円

①医療提供体制の整備 ４１億円

新型インフルエンザ患者を一般医療機関においても受け入れることができるよう、

病床や院内感染防止のための施設・設備（人工呼吸器等）に対する支援を行う。さ

らに新型インフルエンザ対策として、地域における行動計画や医療体制が円滑に機

能するよう、都道府県等において対策協議会を設置するなど地域全体で行う総合的

な取組に対して支援するとともに、新型インフルエンザの患者等を受け入れる感染

症指定医療機関の運営を支援する。

（主な事業）

○新・新型インフルエンザ患者入院医療機関施設・設備整備事業 ２４億円

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

○新・感染症外来協力医療機関設備整備事業 ９．７億円

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

・新型インフルエンザ対策事業（協議会設置、診療従事者訓練・研修、情報

共有のための説明会開催） ３７百万円

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２

・感染症指定医療機関運営費 ７億円

（補助先） 医療機関（特定感染症指定医療機関のみ）

都道府県

（補助率） １０／１０（特定感染症指定医療機関のみ）

１／２

②新型インフルエンザワクチンの買上（医薬食品局計上） １０億円

新型インフルエンザに対応するための新型インフルエンザワクチンを製造し、買

上を行う。

③抗インフルエンザウイルス薬、新型インフルエンザ ３．６億円

ワクチン等の適切な備蓄（新型インフルエンザワクチンの備蓄は医薬食品局計上）

厚生労働省において備蓄する抗インフルエンザウイルス薬（タミフル３，０００

万人、リレンザ３００万人分）、新型インフルエンザワクチン等を適切に保管する。

※ 国の備蓄とは別に、都道府県において、タミフル1,050万人分を備蓄しており、



平成２３年度までに１，３３０万人分を追加備蓄する予定である。また、リレンザ

についても、平成２３年度までに１３３万人分を備蓄する予定である。

○新型インフルエンザ対策の強化

平成２１年度第２次補正予算案において下記の事業に要する経費を計上。

（１，１７３億円）

① 細胞培養法を開発し、現在の鶏卵培養法では１年半～２年を要する全国民分

の新型インフルエンザワクチンを約半年で生産可能な体制を構築する。（医薬食

品局計上）

② 低所得者に対し新型インフルエンザワクチンの接種費用を助成する。

③ 新型インフルエンザ患者を受け入れる医療機関において必要な設備（人工呼

吸器等）を整備する。

（２）迅速かつ的確な検疫実施のための体制強化(食品安全部計上) １．１億円

現在、世界的に大流行している「新型インフルエンザ（A/H1N1）」の強毒化や世界

各地で発生している致死性の高い鳥インフルエンザ（H5N1）が、ヒトからヒトへ感

染する「新型インフルエンザ（H5N1）」へ変異することが危惧されている状況を踏ま

え、検疫所における水際対策を充実強化するため、検疫業務研修を実施し、検疫に

対応できる職員の確保等を推進する。

２ 肝炎対策 ２３６億円（２０５億円）

（１）肝炎治療促進のための環境整備 １８０億円

インターフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療を必要とする肝炎患者がその治

療を受けられるよう、医療費の助成を行う。

・肝炎治療特別促進事業の実施 １８０億円

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

＜拡充＞

○自己負担限度額を原則１万円（上位所得者階層は２万円）まで引き下げる（現

行の負担額は１万円、３万円、５万円）。

○核酸アナログ製剤治療を助成対象に追加する。

○インターフェロン治療に係る２回目の制度利用を認める。

（２）肝炎ウイルス検査の促進 ２５億円

肝炎ウィルス検査等を実施するとともに、検査未受診者の解消を図るため、保健

所等における利便性に配慮した検査体制を確保する。



（主な事業）

・保健所における肝炎ウイルス検査等の実施 １５億円

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）定額（１／２相当）

・健康増進事業における肝炎ウイルス検査等の実施 ９．２億円

（補助先）都道府県（間接補助先：市町村）、指定都市

（補助率）定額（１／２・１／３相当）

（３）健康管理の促進と安全・安心の肝炎治療の推進、

肝硬変・肝がん患者への対応 ９．２億円

都道府県において、中核医療施設として「肝疾患診療連携拠点病院」を整備し、

患者、キャリア等からの相談等に対応する体制（相談センター）を整備するととも

に、肝炎情報センターにおいて、これら拠点病院を支援する。

また、医師等に研修を行い治療水準の向上を図る。

（主な事業）

・肝疾患診療連携拠点病院等連絡協議会の設置等 ５．９億円

（補助先）都道府県、独立行政法人等

（補助率）１／２、定額（１０／１０相当）

・かかりつけ医等の研修等 ５４百万円

（補助先）都道府県、独立行政法人等

（補助率）１／２、定額（１０／１０相当）

・保健所における検査前・検査後相談事業 １．８億円

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）定額（１／２相当）

（４）国民に対する正しい知識の普及と理解 ２．１億円

Ｑ＆Ａやリーフレットの作成、講習会やシンポジウムの開催により、普及啓発を

図るとともに、保健所等において肝炎に関する相談受付を実施するほか、電話・FAX

による相談窓口を設けるなど、患者を含む国民に対する情報提供体制を確保する。

（主な事業）

・都道府県等における検査の受診勧奨等の普及啓発 ２億円

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）定額（１／２相当）

・シンポジウム等による情報提供事業 ９百万円

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）定額（１／２相当）



（５）研究の推進 ２０億円

「肝炎研究7カ年戦略」を踏まえ、肝疾患の新たな治療方法等の研究開発を推進する。

（主な事業）

・肝炎研究基盤整備事業 ３６百万円

３ がん対策 ３１６億円（２３７億円）

がん対策の総合的かつ計画的な推進
がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっている現状並びに平成１９

年４月に施行された「がん対策基本法」及び同年６月に策定された「がん対策

推進基本計画」を踏まえ、総合的かつ計画的にがん対策を推進する。

（１）放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成

４３億円（６１億円）

がん診療連携拠点病院において若手医師をがん医療の専門医師として育成する体制の

構築や、がん医療の専門的な知識及び技能を有する医師、看護師、薬剤師、診療放射線

技師等の育成及びこれらの医師等に対する指導者の育成を行う。

（主な事業）

○増・がん専門医臨床研修モデル事業 ４億円

都道府県がん診療連携拠点病院において、病院の診療形態等に応じた育成プログ

ラムを作成し、若手医師を対象に指導・教育を行い、がんに関する優れた専門医師

を育成する。

（補助先） 都道府県がん診療連携拠点病院

（補助率） １／２

（１施設当たり単価）53,878千円（前年度51,136千円）

・がん診療連携拠点病院機能強化事業 ３４億円

がん医療水準の向上と地域格差の是正を図るため、がん診療連携拠点病院におけ

る医師等の医療従事者に対して、放射線療法や化学療法等、質の高い医療を行うた

めに必要な研修を行うほか、精度の高い院内がん登録、患者や家族への相談支援等

を実施するとともに、地域の医療機関との連携を推進する。

（補助先） 都道府県、独立行政法人等

（補助率） １／２、定額（１０／１０相当）

（都道府県：1/2、独立行政法人等：定額（10/10相当））



（１施設当たり単価）

都道府県がん診療連携拠点病院 20,000千円（前年度28,000千円）

地域がん診療連携拠点病院 14,000千円（前年度22,000千円）

○新・がん医療に携わる医療従事者の計画的研修事業 ２億円

放射線療法、化学療法、外科療法、緩和ケア、病理診断等を専門とする医師を含

むがん医療に携わる医療従事者全般に関し、罹患率、治療別、病態別による医療提

供（放射線照射件数、抗がん剤投与、手術件数、緩和ケア提供等）方法を把握し、

医療従事者の実態を把握するとともに、国内・海外のがん罹患率・人口比・医療従

事者数から、関連学会とも協議しつつ、国・都道府県別のがん医療に携わる医療従

事者の必要数を専門分野ごとに算定するとともに、がん患者の方々のニーズも把握

し、その結果を一般に公開する。

（委託先）独立行政法人国立がん研究センター

○新・未承認・適応外医薬品解消検討事業費（医薬食品局計上） ６３百万円

医療上特に必要性が高いと認められた未承認薬等について、①医学薬学上公知と

認められるものについての既存データの評価、②承認に至るまでに必要となる試験

の概要などをとりまとめる。

☆・がん専門医等育成促進検討会

がん専門医等の育成を促進するため、研修カリキュラムの検討や研修計画

の策定等を行う。

☆・がん医療指導者養成研修事業

放射線療法、化学療法の専門医や緩和ケア、精神腫瘍医を育成する指導医を要請

するとともに、チーム医療による対応の必要性が増していることから、コメディカ

ルスタッフ（看護師、放射線技師、臨床検査技師等）を育成するため、独立行政法

人国立がん研究センターにおいて効率的・効果的な研修を実施する。

・研修コースの追加（心理療法士）

注）☆の事業については、独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金に移管（以

下、同様）

（２）治療の初期段階からの緩和ケアの実施 ６．２億円（ ７億円）

患者本人の意向を十分尊重した上で、がんの治療方法等の選択を可能とするとともに、

がん患者の状況に応じて疼痛などの緩和を目的とする医療が早期から適切に行われるよ

う、医療従事者に対して、緩和ケアやコミュニケーション技術等の研修を行う。



（主な事業）

・都道府県がん対策重点推進事業（緩和ケア研修部分） ２．６億円

都道府県が実施主体となり、地域の緩和ケア実施体制の充実強化を図るための研修

会等を実施するための支援を行う。

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２

・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修等事業 １．４億円

緩和ケアを治療の初期段階から実施できる体制を整備するための研修を実施するこ

とががん対策推進基本計画で掲げられており、全国の医師を対象に緩和ケアに関する

研修を行うとともに、併せて、研修の実施に必要な指導者の育成等を行う。

（委託先）特定非営利活動法人日本緩和医療学会

（３）がん登録の推進

科学的知見に基づく適切ながん医療の提供に資するよう、がん患者の診断・治療内容

等の情報を把握・分析するため、（独）国立がん研究センター（国立がんセンターについ

ては、平成２２年４月に独立行政法人に移行）において院内がん登録を進めるとともに、

がん診療連携拠点病院等に対して精度の高い院内がん登録を実施するための支援を行う。

また、地域がん登録を実施していない都県に対し指導するとともに、データの集計・

分析を行い、地域がん登録の促進を図る。

☆・院内がん登録促進事業

正確ながんの罹患率等を地域や全国レベルで把握するため、（独）国立がん研究セ

ンターで実施されている標準登録様式に基づく精度の高い院内がん登録を更に促進す

る。

☆・がん登録調査・精度管理指導事業

精度の高いがん登録を実施するため、がん診療連携拠点病院等における、がん登録

関連業務の調査・実地指導を行う。

☆○新・地域がん登録促進経費

現在３５道府県において地域がん登録を実施しているところであるが、未だ実施し

ていない１２都県に対し、地域がん登録を行うよう指導するとともに、当該データの

集計・分析を行い、標準化した登録様式に適応した地域がん登録の促進を図る。



（４）がん予防・早期発見の推進 １０６億円（５３億円）

がんの早期発見・早期治療に向けてがん検診５０％推進本部を設置したところであ

り、がん対策に賛同する企業等との連携により、がん検診受診対象者に対する受診促進

の強化を図るとともに、特に受診率の低い女性特有のがん対策の一つとして、一定の年

齢に達した女性に対し、市区町村が行う子宮頸がん及び乳がん検診の無料クーポン券及

び検診手帳を配布する事業を推進する。

（主な事業）

・がん検診受診促進企業連携委託事業 ２．８億円

企業と都道府県が連携して実施するがん検診受診率の向上に資する事業について都

道府県等に委託し、効果的手法等について検証を行い、がんの早期発見の推進を図る。

（委託先） 都道府県、政令指定都市等

○増・がん検診受診率向上企業連携推進事業 １．４億円

企業におけるがん検診の受診率の向上を誘発するために、より効果的な関連企業へ

の働きかけの方法などを企画立案する実施本部を設置し、企業に対する当該事業への

参画を促すとともに、その事業評価及び優良企業の活動状況の公開を行う。

○新・女性特有のがん検診推進事業 ７６億円

一定の年齢に達した女性に対し、市区町村が行う女性特有のがんである子宮頸がん

及び乳がんについて、検診の無料クーポン券と検診手帳を配布する事業に財政支援を

行う。

（補助先） 市区町村

（補助率） 検診費：１／２、事務費：１／２

（対象年齢） ・子宮頸がん：20歳、25歳、30歳、35歳、40歳

・乳がん ：40歳、45歳、50歳、55歳、60歳

☆・がん総合推進事業

がん、がんの予防、がんの治療に関するわかりやすいパンフレット等を作成し、国

民やがん患者の不安を解消するなどの施策を総合的に実施する。

・小冊子、患者必携の印刷増、患者必携相談窓口の設置（コールセンター）

（５）がん医療に関する相談支援及び情報提供

☆・がん相談支援推進事業

がん診療連携拠点病院の相談支援センター等における、がん相談に対する対応事例

を収集・分析し、学識経験者等により構成される委員会において検討を行い、相談支

援センター等における相談に関して参考となる相談支援マニュアルを作成する。また、



これらの事例収集・分析を通じて、がんに関する療養上のポイント等についての助言

を行うためのシンポジウムを開催する。

☆・がん対策情報センター経費

① がん専門医療機関の医療従事者を対象としたＴＶ会議を行い、がん医療水準の均

てん化を促進するとともに、がん患者等が必要としている情報をインターネットに

て提供する。

② 外部有識者等による「がん対策情報センター運営評議会」を設置し、がん策情報

センターの活動の評価を行う。また、患者等にアンケートを実施することにより、

国民・患者の意識やニーズ、がん医療の実態をより適切に反映さた情報基盤を整備

する。

③ 独立行政法人国立がんセンター及びがん診療連携拠点病院における、抗がん剤の

開発・認状況等に関する情報を集積するとともに、データ処理や関係者の役割調整

など治験を含むがんに係る臨床試験の円滑な実施に必要な支援を行う。

④ 多施設共同臨床試験に関するデータの収集、分析、評価をするための機器を整備

し、管理等を行う。

⑤ がん診療機関における画像診断医などの医師の不足や放射線治療機器及び放射線

治療計画等の品質管理等への技術支援を実施し、関連従事者の技能向上治療内容の

標準化・均てん化を図るとともに、かかりつけ医に対するがん検診に係る受診勧奨

方法の指導並びに治療成績の向上に寄与することを目的とし、研修会や技術指導等

を行う。

（６）がん医療水準均てん化の促進 １１億円（１１億円）

がん患者の意向を踏まえ、地域において安心して医療を受けられるよう、施策の評価

・分析を行い、がん医療の地域連携に必要な人材を確保するとともに、（独）国立がん

研究センターによる最新情報の提供、相談支援センターへ技術支援等を行う。

また、都道府県ががん対策の推進に取り組むために策定した推進計画に基づき重点的

に取り組むために実施する事業に対する支援を行い、がん医療の均てん化を図る。

○新・がん医療の地域連携強化事業費 ２．８億円

地域の医療機関、緩和ケア病棟、在宅療養支援診療所、グループホームなどの情報

を把握し、がん患者の意向を踏まえた上で、地域の中で利用可能ながん患者にとって

適切な医療サービス等を紹介するため、二次医療圏に非常勤医師及び看護師からなる

地域連携コーディネーターを配置し、がん患者が安心・納得できる体制を構築する事

業に対し財政支援を行う。

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２



○新・がん対策評価・分析経費 １９百万円

現在のがん対策について、政策評価に加え、がん患者や家族といったがん対策を真

に必要とする立場から評価を受け、その結果を分析することにより、がん患者や家族

にとって真に必要な施策を確認し、継続すべき事業や新たな課題等について検討を行

う。

（委託先） 特定非営利活動法人日本医療政策機構

・都道府県がん対策重点推進事業（緩和ケア研修を除く） ６．８億円

都道府県がん対策推進計画に基づく施策等、地方自治体で行う、がん検診の受診体

制の強化や医療提供体制整備、がんに関する正しい知識をはじめとした普及啓発など、

重点的に取り組むべき施策に対する支援を行う。

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２

☆・全国がん診療連携拠点病院連絡協議会経費

がん診療連携拠点病院間の密接な連携を図るとともに、総合的ながん医療情報の収

集、代診医の派遣、研修計画の調整等に関する協議を行う。

（７）がんに関する研究の推進 ６１億円（８６億円）

がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養

生活の質の維持・向上を図るため、がん対策に資する研究をより一層推進するととも

に、がんの予防、診断、治療等に係る技術の向上などの研究成果を普及、活用する。

・第３次対がん総合戦略研究経費（厚生科学課計上） ５８億円

（８）独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金 ８８億円（－）

独立行政法人国立がん研究センターの事業運営に必要な経費について交付金を措

置するもの。

○新・独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金 ８８億円

注）☆の事業については、独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金に移管



４ 難病対策 ２，０７３億円（１，４５８億円）

（１）難治性疾患に関する調査・研究の推進 １００億円

・難治性疾患克服研究事業（※厚生科学課計上分） ＜１００億円＞

根本的な治療法が確立しておらず、かつ後遺症を残すおそれが少なくない難治

性疾患に対して、重点的・効率的に研究を行うことにより、原因解明や病状の進

行の阻止、機能回復・再生を目指した画期的な診断・治療法の開発を行い、患者

の療養生活の質の向上を図る。

（２）難病患者の生活支援等の推進 １，９７３億円

（主な事業）

○改・特定疾患治療研究事業 ２７２億円

平成２１年補正予算において新たに追加された疾患も含め、原因が不明であっ

て、治療法が確立していない特定疾患に関する医療の確立、普及を図るとともに、

患者の医療費の負担軽減を図る。

・難病相談・支援センター事業 ２６５百万円

難病患者のもつ様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援が行えるよう、都

道府県毎の活動拠点となる「難病相談・支援センター」において、地域における

難病患者支援対策を一層推進する。（４７箇所）

○改・重症難病患者入院施設確保事業 １７９百万円

在宅療養中の重症難病患者であって、常時医学的管理下に置く必要のある者が

介護者の事情により在宅で介護等を受けることが困難になった場合に一時的に入

院することが可能な病床を、各都道府県の難病拠点病院に確保する。

・難病患者等居宅生活支援事業 ２０７百万円

地域における難病患者等の日常生活を支援することにより、難病患者等の自立

と社会参加を促進する。

５ 移植対策 ２８億円（２６億円）

（１）臓器移植対策の推進 ８．６億円

臓器移植法の改正を踏まえ、臓器移植が適切に実施されるよう、コーディネータ

ー等のあっせん業務従事者の増員や移植対象者検索システム及び臓器提供意思登録

システムの改修等の体制整備を行うとともに、改正内容等の普及啓発に取り組む。



（主な事業）

○増・あっせん事業従事者の増員（人件費） ２．６億円

小児における臓器提供事例やドナー家族へのケア等に対応するため、連絡調

整者（コーディネーター）をはじめあっせん業務従事者の増員を行う。

○改・移植対象者（レシピエント）検索システムの改修 ３８百万円

年齢要件等の変更に伴い、システムのプログラム変更を行う。

○改・臓器提供意思登録システムの改修 １．４億円

年齢要件の変更や親族に対する臓器提供の意思表示が可能になることに伴い、

システムのプログラム変更を行う。

○改・改正内容周知等のための普及啓発 ６９百万円

自動車教習所内に設置されているモニターを活用する等により、改正内容や

臓器移植への理解を深めるとともに、小児（１５歳未満）における臓器提供が

可能になることに伴い、中学生全学年の生徒を対象に教育用普及啓発資料を配

布する。

（２）造血幹細胞移植対策の推進 １７億円

骨髄移植及びさい帯血移植が円滑に実施されるよう、引き続きあっせん体制の整

備を図る。

６ 生活習慣病対策 ４４億円（５９億円）

（１）健康づくり・生活習慣病対策の推進 ２７億円

健康寿命の延伸を実現することを目的とした「健康日本２１」を着実に推進するた

め、ボランティアを活用した食生活改善等の健康づくり及び「糖尿病患者のためのガ

イドライン」の作成等を実施する。

また、平成２４年度まで展開することとしている健康日本２１について、その最終

評価に向けた検討等を開始する。

（主な事業）

○新・健康増進重点プロジェクト事業 １．０億円

（補助先）（財）日本食生活協会

※ 行政刷新会議の評価結果を踏まえ、食生活改善地区組織活動強化事業

を廃止し、事業内容をゼロベースから見直して新規に計上。

○新・糖尿病患者のためのガイドライン作成経費 ２百万円

○新・健康日本２１最終評価検討会費 ３百万円



（２）生活習慣病予防等に関する調査・研究の推進 １７億円

循環器疾患、糖尿病等の生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究を体系

的に実施し、今後の対策の推進に必要なエビデンスの構築を目指すとともに、国民の

身体状況や生活習慣の状況を明らかにするための国民健康・栄養調査等を実施し、国

民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料とする。

（３）たばこ対策の推進 ３．０億円

「たばこの規制に関する世界保健機関枠組み条約」の締約国としての取組強化や「健

康日本２１」の目標達成のため、喫煙による健康影響に関する知識の向上、未成年者

の喫煙防止、取組が遅れている飲食店等における分煙対策等の受動喫煙防止対策の推

進などのたばこ対策を着実に実施する。

（主な事業）

・たばこ対策促進事業 ５１百万円

（補助先）都道府県、保健所を設置する市、特別区

（補助率）１／２

・たばこ規制枠組条約締約国会議事務局分担金 ８３百万円

７ エイズ対策の推進 ６９億円（７５億円）

ＨＩＶ感染やエイズの発症予防のため、同性愛者等が集まる場所に焦点を絞

った普及啓発や、保健所等において、夜間・休日など利用者の利便性に配慮し

た検査・相談を行う。また、エイズ患者等の生活の質を高めるため、電話相談

やカウンセリング等を行う。

（１）発生の予防及びまん延の防止 ４．９億円

保健所等における検査・相談体制の充実や、患者支援、人材育成等により、エイ

ズの発生とまん延の防止を図るとともに、ＨＩＶ感染者等の相談窓口を設置し、電

話相談やカウンセリング等により感染者等のケアを行う。

（主な事業）

・保健所等におけるＨＩＶ検査・相談事業

・ＨＩＶ感染者等保健福祉相談事業

・エイズ患者等に対する社会的支援事業 等

（２）医療の提供及び国際的な連携 ６．７億円

エイズ治療拠点病院を中心とする医療従事者への実務研修や診療情報網の強化等、

総合的な医療提供体制を確保するとともに、わが国のエイズに関する国際貢献への

期待に応え、国際協力を通じて、国際的な連携を図る。



（主な事業）

・エイズ診療支援ネットワークシステム運営事業

・エイズ治療拠点病院医療従事者海外実地研修

・エイズ国際協力計画推進検討事業 等

（３）普及啓発及び教育 １．３億円

国民のエイズに対する関心と理解を深めるため、青少年や同性愛者等の個別施策

層への普及啓発、世界エイズデー等における普及啓発イベントやインターネットに

よる情報提供等を実施する。

（主な事業）

・エイズ知識啓発普及事業

・「世界エイズデー」普及啓発事業

・青少年エイズ対策事業 等

８ リウマチ・アレルギー対策の推進 １０億円（１１億円）

リウマチ、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギー等免疫

アレルギー疾患の治療法等の研究を推進する。また、都道府県において、リウ

マチ系疾患や食物アレルギー等に関する研修の実施、正しい知識の普及啓発、

診療ガイドラインの普及等を行う。

（主な事業）

○改・リウマチ・アレルギー特別対策事業 １２百万円

現在、人口高齢化に伴う関節リウマチ患者の増加や食生活の多様化に伴う食

物アレルギー患者の増加という傾向があることから、従来の気管支喘息だけで

なく、リウマチ系疾患やアレルギー系疾患についても、研修の実施、正しい知

識の普及啓発、診療ガイドラインの普及等情報提供等を行う。

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２

・アレルギー相談センター事業 １２百万円

アレルギー患者及びその家族に対し、免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業

の成果やアレルギー専門医、専門医療機関の所在、最新の治療指針等の情報提供

等を行う。

・免疫アレルギー疾患等予防・治療研究事業（※他局計上分）<１，０００百万円>

免疫アレルギー疾患は、長期にわたり生活の質を低下させるため、国民の健

康上重大な問題となっているため、免疫アレルギー疾患について、発症原因と



病態との関係を明らかにし、予防、診断及び治療法に関する新規技術を開発す

るとともに、既存の治療法の再評価を行うことにより、国民に対してより良質

かつ適切な医療の提供を目指す。

９ 腎疾患対策の推進 ３億円（３億円）

慢性腎臓病（ＣＫＤ）に関する診断・治療法の研究開発を推進する。また、

都道府県において、ＣＫＤに関する、連絡協議会の設置、研修の実施、正しい

知識の普及啓発等を行う。

（主な事業）

・慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業 １２百万円

ＣＫＤ対策を推進するため、都道府県において、連絡協議会の設置、研修の

実施、正しい知識の普及啓発等実施する。

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２

・腎疾患対策研究事業（※厚生科学課計上分） <２．８億円>

腎機能異常の早期発見、早期治療、重症化防止とともに、診療現場における

診療連携等の有効な診療システムのエビデンスを確立し、ＣＫＤの腎不全への

進行を防止し、新たな透析導入患者の減少を図るための研究を戦略的に実施す

るとともに、腎疾患の病態について解明を進め、安全で有効な診断・治療法の

開発を推進する。

１０ 原爆被爆者の援護 １，５５０億円（１，５３２億円）

○保健、医療、福祉にわたる総合的な施策の推進

原爆被爆者に対する健康診断の実施、医療の給付及び諸手当の支給のほか、在外

被爆者に対する支援、調査研究及び国立原爆死没者追悼平和祈念館の運営等を行う。

また、「原爆症認定集団訴訟の原告に係る問題の解決のための基金に対する補助に

関する法律」に基づき原爆症認定集団訴訟の問題解決のための基金の創設に補助を

行う。



１１ ハンセン病対策の推進 ４０７億円（４２２億円）

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」等に基づき、ハンセン病療養

所の入所者に対する必要な療養の確保、退所者等に対する社会生活支援策、偏

見・差別の解消のための普及啓発等の施策を着実に実施するとともにハンセン

病療養所における歴史的資料等の保存等に向けた取組を推進する。

（１）謝罪・名誉回復措置 １５億円

中学生を対象としたパンフレット作成経費及び国立ハンセン病資料館運営経費

（主な事業）

○新・歴史的建造物の保存等に関する経費 ８百万円

○新・らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の日に関する経費 ２百万円

（２）在園保障 ２．４億円

国立及び私立ハンセン病療養所の運営に係る経費

（３）社会復帰・社会生活支援 ３３億円

退所者給与金及び非入所者給与金の支給、ハンセン病療養所入所者家族に対する

生活援護等

１２ 安全で良質な水の安定供給 ４７１億円（６６７億円）

水道施設の耐震化や水道事業の広域化を重点的に推し進めるとともに、水道

水による健康リスク低減のため、引き続き水道水質基準の検討、水質検査体制

の精度確保を図るほか、今なお残存する鉛管の布設替えの促進方策の検討など、

水道水質管理の一層の高度化を推進する。

（１）水道施設の整備〔公共事業関係〕 ４７０億円

（主な制度拡充）

・ライフライン機能強化等事業(老朽管更新事業)に係る補助率等等の拡充

管路の耐震化など、ライフラインの機能強化をより一層促進させるため、老朽

管更新事業における既存の補助対象施設の補助率の見直し(1/4→1/3、1/3→1/2)

を行うとともに、老朽管更新事業の補助対象施設に「基幹管路に布設されている

布設後30年以上のダクタイル鋳鉄管」を追加する(ただし、ダクタイル鋳鉄管の補

助率は据え置く。)。



・水道広域化促進事業の創設

小規模水道事業の統合(広域化)を促すため、統合の受け皿となる水道事業者等

の水道施設の整備に対して統合後の財政上の影響を緩和するための支援を行う。

・簡易水道再編推進事業及び生活基盤近代化事業の補助採択基準の緩和

一定の要件を満たす市町村については、平成21年度末までとなっている「簡易

水道事業統合計画」の策定期限を平成23年度まで延長する。

・生活基盤近代化事業(増補改良)の補助採択基準の緩和及び補助対象施設の追加

原水水質の変化に対応した施設の改良に係る補助採択基準を緩和するほか、地

震対策として基幹的な水道構造物の耐震化のための補強事業を追加するとともに、

新たに設置する緊急遮断弁(震災時等に水道水の漏水を防ぐ)等を補助対象に追加

する。

（２）安全な水の供給〔非公共事業関係〕 １．１億円

（主な事業）

○新・鉛製給水管布設替え効率化事業費 ７百万円

鉛は蓄積性のある有害物質であり、今なお多く残存している鉛管の布設替えを促進する

必要がある。健康影響軽減の観点から、公道下部分の鉛製給水管の布設替えの重点化・効

率化のための手引きを作成する。

１３ 生活衛生関係営業の指導及び振興の推進 ２２億円（２０億円）

昨今の厳しい経済情勢や国民生活の変化の中で、生活衛生関係営業を振興し、

衛生水準の維持向上を図り、国民生活の安定に寄与していくことが必要であるこ

とから、生衛組合の活動への支援、生衛業者への経営指導、消費者・利用者の苦

情処理体制の整備等、生活衛生営業指導センターによる支援体制の充実を図る。

（主な事業）

○改全国生活衛生営業指導センター事業 ４．１億円

都道府県生活衛生営業指導センター等に対する指導並びに全国生活衛生同業組

合連合会及び生活衛生同業組合の自主的な活動における意欲のある取組に対する

支援を充実するとともに、新たに、食品リサイクルに向けた取組を推進する。

（補助先） 全国生活衛生営業指導センター

（補助率） 定額

○改都道府県生活衛生営業指導センター事業 ４．９億円

生活衛生関係営業者に対する経営上必要な融資、税務、労務管理等の相談・指

導及び生衛業者の自主的な取組等に対する支援を行い、新型インフルエンザ等の



感染症の拡大防止策の普及啓発や消費者・利用者の苦情処理を円滑に行う体制の

整備を推進する。

（補助先） 都道府県

（補助率） 定額（１／２相当）

１４ 地域保健対策の推進 ６億円（７億円）

○保健師現任教育体制の強化 ３２百万円

各自治体の保健師による保健指導の質の向上を図るため、新人期、中堅期及び

管理期の各段階に応じた継続的な現任教育の体制を強化する。

（主な事業）

○新・新任保健師育成支援事業 １２百万円

退職保健師等が育成トレーナーとなって、実際の保健指導の現場において自治

体の新任保健師に必要な助言等を行う事業を実施する。

（補助先） 都道府県、保健所設置市、特別区、市町村

（補助率） １／２

○新・保健指導技能向上支援事業 １１百万円

保健師の技能の向上を図るため、健康相談や健康教育等に関する模擬的な保健

指導を実施して、その内容について分析等を行う事業を実施する。

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２

○新・保健師管理者能力育成研修事業 ９百万円

市町村の管理的立場にある保健師を対象に、人材及び業務の管理に必要な能力

を向上させるための研修事業を実施する。



＜ 計 数 編 ＞

２２年度予算（案） ２９５，３５１百万円

（２１年度予 算 額 ３００，９６１百万円）

原 爆

399億(4.4.8%)
その他の政策的経費(新

型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策、がん対

策等)

585億円(19.8%)

医療費

890億円(30.1%)

難 病

275億円(30.9%)保健衛生施設整備費

12億円(2.5%)
平成２２年度

健康局予算（案）

公共投資関係費

482億円(16.3%)

肝 炎

179億円(20.1%)

結核等

37億円( 4.1%)

水道施設整備費

470億円(97.5%)

２，９５４億円

（１００％）

手 当

997億円(33.8%)

原 爆

989億円(99 2)%

毒ガス等

8億円(0.8%)

989億円(99.2)%



医療費

399億円

肝炎対策経費等

378億円(12.8%)

平成２２年度健康局予算案（対策別）の概要

平成２２年度健康局予算（案） ２９５，３５１百万円

平成２２年度

健康管理手当

787億円

健康管理手当

以外の手当

202億円

その他

162億円

医療費

275億円

医療費

36億円

医療費

178億円 原爆被爆者等対策経費

1,550億円 （52.5%）

難病対策経費

282億円 (9.6%)

感染症対策経費

119億円 (4.0%)

水道施設整備費等

482億円 (16.3%)

がん対策経費

143億円(4.8%)

378億円(12.8%)

健康局予算（案）

２，９５４億円



１．新型インフルエンザ対策

平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ２ 年 度
事 項 備 考

予 算 額 予 算 額 （ 案 ）

百万円 百万円 百万円

< １４，４４５> <１１，６２１>

新型インフルエンザ対策経費 ２，９６９ ６，１３５

< １０，３３４> < ４，４６１>

１．医薬品の備蓄と研究開発 ３１１ １５０ ・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策費(抗インフルエンザウイルス薬

の推進等 等の保管等) 150

［・新興・再興感染症研究 2,889]

＊平成２１年度第２次補正予算において、国産ワクチン生

産能力強化として９５０億円計上。（医薬食品局）

< ８１７> < ４，２１３>

２．地域の医療体制等の確立 ７８１ ４，１９２ ・感染症対策特別促進事業 52

・感染症指定医療機関運営費 704

・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策事業費(診療従事者研修)11

新 保健衛生施設等設備整備費補助金 2,898

新 保健衛生施設等施設整備費補助金 494

＊平成２１年度第２次補正予算において、 新型インフル

エンザ患者を受け入れる医療機関において必要な設備

（人工呼吸器等）を整備に対する補助経費として16 億円

計上

< ５１> < ４１>

３．国民各界各層に対する ２９ ３７ ・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策事業費(情報共有) 28

取組の要請 ・感染拡大防止対策事業費 8

< ２，２８７> < １，８６４>

４．国・地方公共団体等の １，６９８ １，７２６ ・感染症予防事業費 600

体制整備 ・感染症発生動向調査事業 871

・感染症発生動向調査ｼｽﾃﾑ費 98

・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ薬耐性株ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ事業費 41

・健康危機管理支援ﾗｲﾌﾞﾗﾘｼｽﾃﾑ経費 35

< ５８９> < ６２５>

５．水際対策の強化等 １４９ ３０ ・動物由来感染症対策費 30

６．国際協力の推進等 < ３６７> < ４１８>

（その他）

平成２１年度第２次補正予算において、新型インフルエン

ザワクチン接種費用助成として、２０７億円を計上

※〔 〕内は他局計上分

< > の計数は、他局計上分を含む。



２．肝炎対策

平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ２ 年 度
備 考

事 項 予 算 額 予 算 額 ( 案 )

百万円 百万円

＜２０，５４７＞ ＜２３，６４３＞

肝炎対策の推進 １８，６７２ ２１，５６５

＜１２，９３５＞ ＜１８，００７＞

１．肝炎治療促進のための環 １２，９３５ １８，００７ 感染症対策特別促進事業費 18,007

境整備

＜ ４，５５６＞ ＜ ２，４６８＞

２．肝炎ウイルス検査の促進 ４，５５５ ２，４６８ 特定感染症検査等事業費 1,547

健康増進事業費 921

＜ ９１７＞ ＜ ９２３＞

３．健康管理の推進と安全・ ８８６ ８４６ 肝炎緊急対策費 8

安心の肝炎治療の促進、 ○改 感染症対策特別促進事業費 657

肝硬変・肝がん患者への 特定感染症検査等事業費 181

対応

＜ ２５３＞ ＜ ２１４＞

４．国民に対する正しい知識 ２５０ ２０８ 肝炎緊急対策費 11

の普及と理解 ○新 肝炎対策推進協議会経費 2

○改 感染症対策特別促進事業費 195

＜ １，８８５＞ ＜ ２，０３１＞

５．研究の促進 ４６ ３６ 肝炎研究基盤整備事業費 36

厚生労働科学研究費

○改 肝炎等克服緊急対策研究経費 1,995

（大臣官房厚生科学課計上）

< > は他局計上分を含む



３．がん対策

平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)
百万円 百万円 百万円

がん対策の総合的 < 23,680> < 31,604> １．放射線療法及び化学療法の推進並びに
かつ計画的な推進 11,444 14,318 これらを専門的に行う医師等の育成 4,282

・がん診療連携拠点病院機能強化事業 3,431

・がん専門医臨床研修モデル事業 404

新 ・がん医療に携わる医療従事者の計画的 199
研修事業

・日米欧三極治験相談推進事業費 10

・治験実施状況調査事業費 10

・ファーマコゲノミクス等利用医薬品臨床 5
評価推進費

新 ・未承認・適応外医薬品解消検討事業費 63

・がん医療水準均てん化の推進に向けた看 69
護職員資質向上対策

・専門薬剤師研修事業 91

☆・がん専門医等育成促進検討会 -

☆・がん医療指導者養成研修事業 -

２．治療の初期段階からの緩和ケアの実施 621

(1)治療の初期段階からの緩和ケア及び専門的な 524
緩和ケアの推進

・インターネットを活用した専門医の育成 78
等事業

・都道府県がん対策重点推進事業（緩和ケ 258
ア研修部分）

・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア 138
等研修事業

・がん医療に携わる医師に対するコミュニ 28
ケーション技術研修事業

・がん患者に対するリハビリテーションに 13
関する研修事業

・医療用麻薬適正使用推進事業 9



平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

(2)在宅療養・緩和ケアの充実 97

・在宅ターミナルケア研修等経費 38

・在宅医療推進支援事業 59

３．がん登録の推進 -

☆・院内がん登録促進事業 -

☆・がん登録調査・精度管理指導事業 -

☆・地域がん登録促進経費 -

４．がん予防・早期発見の推進 10,607

(1) がんの予防 2,209

・栄養対策総合推進費（栄養・食生活改善 3
及び食育支援対策費）

・生活習慣病対策推進費（たばこ・アルコ 10
ール対策推進費）

・健康的な生活習慣づくり重点化事業（た 51
ばこ対策促進事業）

・健康増進総合支援システム事業費 101

・肝炎等克服緊急対策研究経費 1,995

・肝炎対策費・肝炎ウイルスに関する相談 17
事業等委託費

・第３次対がん１０か年総合戦略経費 32
（がん相談事業）

☆・がん総合推進事業 -

☆・国立がんセンターがん予防・ -
検診研究センター経費

(2) がんの早期発見 8，398

・がん検診精度管理評価事業 7

・がん検診受診促進企業連携委託事業 278

・がん検診受診率向上企業連携推進事業 140

・マンモグラフィ検診従事者研修事業 45

・マンモグラフィ検診精度向上事業 354



平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

新 ・女性特有のがん検診推進事業 7,574

５．がん医療に関する相談支援及び情報提供 -

☆・がん相談支援推進事業 -

☆・がん対策情報センター経費 -

６．がん医療水準均てん化の促進 1,138

・がん診療施設情報ネットワーク事業 159

・都道府県がん対策重点推進事業（緩和ケ 682
ア研修部分を除く

新 ・がん医療の地域連携強化事業費 278

新 ・がん対策評価・分析経費 19

☆・国立がんセンター経費 -

☆・国立がんセンター東病院通院治療部経費 -

７．がんに関する研究の推進 6,134

・第３次対がん総合戦略研究経費 5,806

・肝炎研究基盤整備事業 36

・地球規模保健課題推進研究経費 218

・培養生物資源保存管理基盤整備費・難病 74
研究用ヒト疾患試料資源バンク事業費

☆・がん研究助成金 -

☆・国立がんセンター腫瘍ゲノム解析・ -
情報研究部経費

☆・国立がんセンター臨床開発センター経費 -

８．独立行政法人国立がん研究センター 8,803
運営費交付金

新 ・独立行政法人国立がん研究センター運営 8,803
費交付金



平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

・がん対策推進費 16

・がん対策推進協議会経費 3

注）＜ ＞は、他局計上分を含む。
☆の事業については独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金化



４．難病対策、リウマチ・アレルギー対策、腎疾患対策

平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 予算額(案)

億円 億円 百万円

<1,458> <2,073>
１．難病対策 238 282

（１）調査研究の推進 <129> <151> 1 厚生労働科学研究費補助金
・難治性疾患克服研究 <10,000>
（大臣官房厚生科学課計上）

（２）医療施設等の整備 （事 項） （事 項） 重症難病患者拠点・協力病院設備整備費

< 1,320> < 1,912>
（３）医療費の自己負担の 229 272 特定疾患治療研究事業 27,204

軽減

（４）地域における保健医療 8 8 1 難病相談・支援センター事業 265
福祉の充実・連携 2 重症難病患者入院施設確保事業 179

3 難病患者地域支援対策推進事業 168
4 神経難病患者在宅医療支援事業 16
5 難病患者認定適正化事業 70
6 難病情報センター事業 等 34

（５）ＱＯＬの向上を目指し 2 2 難病患者等居宅生活支援事業 207
た福祉施策の推進 (1)難病患者等ホームヘルプサービス事業

(2)難病患者等ホームヘルパー養成研修事業
(3)難病患者等短期入所事業
(4)難病患者等日常生活用具給付事業

< 11> < 10>
２．リウマチ・アレルギ 0.3 0.3
ー対策

（１）リウマチ・アレルギー 0.2 0.2 1 リウマチ・アレルギー対策検討会経費 1
疾患に関する正しい情 3 リウマチ・アレルギー相談員養成研修経費 3
報の提供 4 アレルギー相談センター事業費 12

（２）リウマチ・アレルギー 0.1 0.1 リウマチ・アレルギー特別対策事業費 12
疾患に関する医療の提
供

< 11> < 10>
（３）リウマチ・アレルギー 0.0 0.0 1 厚生労働科学研究費補助金

疾患に関する研究等の ・免疫アレルギー疾患等予防･治療研究 < 1,000>
推進 （大臣官房厚生科学課計上）

< 3> < 3>
３．腎疾患対策 0.1 0.2

（１）腎疾患に関する正しい 0.0 0.0 1 腎疾患対策検討会経費 1
情報の提供 2 腎疾患普及啓発経費 2

（２）腎疾患対策に関する医 0.1 0.1 慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業費 12
療の提供

< 3> < 3>
（３）腎疾患に関する研究等 0.0 0.0 1 厚生労働科学研究費補助金

の推進 ・腎疾患対策研究 < 279>
（大臣官房厚生科学課計上）

注）< >は、他局計上分を含む。



５．移植対策

平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案）
百万円 百万円 百万円

<２，５５５> <２，８４７>
移植対策の推進 ２，３００ ２，５９０

<５３８> <８５７>
１ 臓器移植対策の推進 ５３８ ８５７ (1)臓器移植対策事業費 808

・あっせん業務関係事業費 441
改 あっせん事業従事者の増員 262
改 脳死下での臓器提供事例発生時
に必要な経費 141

改 ﾚｼﾋﾟｴﾝﾄ検索ｼｽﾃﾑの改修 38
・あっせん事業体制整備費 319
改 臓器提供体制整備支援 156
改 臓器提供意思登録ｼｽﾃﾑの改修 135
・普及啓発事業費 37
改 提供施設支援事業 10
・運営管理費等経費 10
(2)移植対策費 49
改 各種移植対策に関する作業班の開催 10
改 小児における脳死下での臓器提供
事例に関する検証会議の開催 4

改 臓器提供者(小児)に対する感謝状の
作成・贈呈 2

改 教育用普及啓発資料の作成・配布 32
(3)アイバンク設備整備事業
(4)腎移植施設整備事業
(5)ＨＬＡ検査センター設備整備事業
(6)肝移植施設整備事業
(7)組織バンク設備整備事業

<１，７６３> <１，７３３>
２ 造血幹細胞移植対策の推進 １，７６３ １，７３３

<１，１３７> <１，１２２>
（１）骨髄移植の推進 １，１３７ １，１２２ (1)骨髄移植対策事業費 429

・あっせん業務関係事業費 342
・あっせん事業体制事業費 5
・普及啓発事業費 82
(2)骨髄データバンク登録費 693
(3)特殊病室施設整備事業

<６２５> <６１１>
（２）さい帯血移植の推進 ６２５ ６１１ (1)さい帯血移植対策事業費 611

・さい帯血保存管理業務費 582
・さい帯血情報管理経費 28
・日本さい帯血バンクネットワーク運営会議費 1
(2)さい帯血バンク設備整備事業

厚生労働科学研究費
３ 移植医療に関する研究 <２５５> <２５７> 免疫アレルギー疾患等予防・治療研究経費

移植医療に関する研究の推進
（大臣官房厚生科学課計上）

＜ ＞は他局計上分を含む。



６．生活習慣病対策

平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

百万円 百万円 百万円

生活習慣病対策 <5,895> < 4,410>
の推進 3,749 2,738

（１）健康づくり・生活習慣病対策の推進 2,700

新 ○健康増進重点プロジェクト事業 100

新 ○糖尿病患者のためのガイドライン作成経費 2

新 ○健康日本２１最終評価検討会費 3

○健康増進事業費 1,842

○健康増進総合支援システム事業費 101

○健やか生活習慣国民運動推進事業費 51

○管理栄養士国家試験費 46

○ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ予防戦略事業 37

○健診、保健指導データ収集・分析・評価事業 25

○保健指導・食育活動拠点整備事業費 21

○食事摂取基準策定費 15

○健康日本２１推進費 14

○保健指導機関の評価方法等に関する調査・研究事業
7

（２）生活習慣病予防等に関する調査・研究の推進 1,710

○循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業
1,572

○国民健康・栄養調査委託費 125

（３）たばこ対策の推進【(１)の再掲】 295

○たばこ対策促進事業 50

○たばこ規制枠組み条約締約国会議事務局分担金 83

注） < >内は、他局計上分を含む。

(３)は（１）の再掲。



７．エイズ対策、ハンセン病対策

平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

百万円 百万円 百万円

１．エイズ対策 ＜ 7,539＞ ＜ 6,922＞
[ 413] [ 0]
1,650 1,559

（１）原因の究明・発生の予 ＜ 568＞ ＜ 495＞
防及びまん延の防止 564 492 1 エイズ発生動向調査経費 3

2 血液凝固異常症実態調査事業 7

3 HIV感染者等保健福祉相談事業 132

4 エイズ患者等に対する社会的支援事業 20

5 保健所等におけるＨＩＶ検査・相談事業

320

（２）医療の提供 ＜ 1,074＞ ＜ 730＞
[ 413] [ 0]

571 643 1 ＨＩＶ診療支援ネットワークシステム運営
事業 60

2 エイズ治療啓発普及事業 3

3 エイズ治療拠点病院医療従事者海外実地研
修 15

4 地方ブロック拠点病院整備促進事業 200
5 血友病患者等治療研究事業 340

（３）研究開発の推進 ＜3,718＞ ＜3,544＞
32 30 厚生労働科学研究費補助金(大臣官房厚生科

学課計上)
1 エイズ対策研究の推進 1,492

2 外国人研究者招へい等研究推進事業 237

（４）国際的な連携 ＜ 354＞ ＜ 329＞
23 26 1 エイズ国際協力計画推進検討事業 16

2 エイズ国際会議研究者等派遣事業 10

（５）人権の尊重・普及啓発 ＜ 1,505＞ ＜ 1,396＞ 1 エイズ知識啓発普及事業 67

及び教育・関係機関と 140 128 2 「世界エイズデー」啓発普及事業 30

の新たな連携 3 エイズ予防情報センター事業 9

4 青少年エイズ対策事業 11

（６）都道府県等によるエイ ＜ 320＞ ＜ 240＞ 1 エイズ対策促進事業費等補助金 240

ズ対策促進 320 240

（７）独立行政法人国立国際 ＜ 0＞ ＜ 189＞ 1 エイズ医療治験研究費 189
医療研究センター運営 0 0
費交付金

２．ハンセン病対策 ＜42,217＞ ＜40,708＞ 1 謝罪・名誉回復措置 1,539

5,291 5,096 2 在園保障 239

3 社会復帰・社会生活支援 3,319

注）＜ ＞は、他局計上分を含む。

[ ]は、国立高度専門医療センター特別会計分。

計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と一致しないものがある。



８.原爆被爆者等対策

平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

億円 億円 億円

<1,542> <1,559>

１．原爆被爆者対策費 1,532 1,550

（１）諸手当等 1,009 1,024 ・ 医療特別手当の増（52億円増）

・ 健康管理手当の減

（２）医療費等 412 411

（３）保健福祉事業等 51 55

（４）原爆死没者追悼事業 6 6 ・ 原爆死没者追悼平和祈念館運営委託費 5.1

等

・ 原爆死没者慰霊等事業費 0.3

（５）調査研究等 54 50 ・ 放射線影響研究所補助金 21.6

（６）基金 0 3 新 原爆症認定集団訴訟原告支援事業費補助金

（仮称） 3.0

２．毒ガス障害者対策 10 9

注1）< >は毒ガス障害者対策を含む

注2）各事項の額は、億円単位未満四捨五入しているため、合計額は一致しない。



９．水　道　対　策

事　　　　　項

億円 億円

　 　
水道対策 667 471

〈　   958〉 〈　  737〉
１．水道施設整備費 【公共事業】 665 470

（１）簡易水道等施設整備費 240 172 　　　１．水道未普及地域解消事業 3,780

　　　２．簡易水道再編推進事業 11,264

　　　３．生活基盤近代化事業 2,036

　　　４．閉山炭鉱水道施設整備事業 90

（２）水道水源開発等施設整備費 425 298 　　　１．水道水源開発施設整備費 3,819

　　　２．水道広域化施設整備費 9,584

　　　３．高度浄水施設等整備費 5,280

　　　４．水道水源自動監視施設等整備費 150

　　　５．ライフライン機能強化等事業費 10,945

　　　　(1) 緊急時給水拠点確保等事業費 4,595

　　　　(2) 水道管路耐震化等推進事業費 6,350

（３）調査費 0.4 0.4  　　　・水道施設整備事業調査費等 37

２．安全な水の供給体制の整備 1.2 1.1   　 １．水道水源水質対策の推進 18
　　【非公共事業】

  　 ２．水道ビジョンの推進 29

    　   水道産業国際展開推進事業費 22

　新 　 鉛製給水管布設替え効率化事業費 7

 　　３．水質管理等強化の推進 17
　
 　　４．給水装置対策の推進 25

 　　５．その他（国際分担金など） 25

注）〈　　　〉は、他府省計上分を含めた総計

平成21年度
予　 算　 額

平成22年度
予算額（案）

百万円

備　　　　　　考



１０．生活衛生関係営業対策・建築物等環境衛生対策

平成21年度 平成22年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

百万円 百万円 百万円

<2,188> <2,287>

生活衛生関係営業対策・建築物等 2,056 2,165

環境衛生対策

<2,045> <2,154>

１ 生活衛生関係営業対策 2,045 2,154

(1) 生活衛生営業対策費 1,015 925

ｱ 生活衛生振興助成費等 413 409 ・新 食品循環資源再利用推進事業費 6

補助金 ・改 生活衛生振興助成費 233

(全国指導センター)

ｲ 生活衛生営業指導費 578 492 ・新 活性化促進事業費のﾒﾆｭｰ追加 17

補助金

(都道府県指導センター)

ｳ その他 24 24

(2) 生活衛生金融対策費 1,030 1,229 ・生活衛生資金融資補給金

〔貸付計画額： 1,400億円〕

< 143> < 133>

２ 建築物等環境衛生対策 11 11

< 143> < 133>

(1) シックハウス対策費 10 10

< 1> < 1>

(2) 建築物環境衛生管理技術者 1 1

国家試験費

＜ ＞は他局計上分を含む。



１１．地域保健対策

百万円

＜ 1,145 ＞＜ 1,017 ＞

地域保健対策 736 632

＜ 669 ＞＜ 592 ＞

１．地域健康危機管理対策 260 207 改・健康危機管理支援ライブラリシステム

　　の推進 　　事業費 35

　・地域健康危機管理対策事業費 160

　・厚生労働科学研究費 ＜ 385 ＞

　　　健康安全・危機管理対策総合研究費

　　　（大臣官房厚生科学課計上）

２．人材確保・育成対策の 162 173 　・テーラーメイド保健指導プログラム評価

　　推進 　　関係経費 33

百万円 百万円

事　　　　　　項
平成２１年度 平成２２年度

備　　　　　　　　　　　　考
予 算 額 予算額（案）

　・市町村保健活動体制強化費 13

改・保健指導技術高度化支援事業費 72

新・保健師管理者能力育成研修事業 9

３．地域保健対策の推進 314 252 改・地域・職域連携推進関係経費 43

　・ホームレス保健サービス支援事業費 5

改・保健指導機関の評価方法等に関する

　　調査・研究事業 7

注）　<  >は他局計上分を含む。なお、備考欄の事項は、主な事業を記載している。



１２．保健衛生施設等整備

平 成 21 年 度 平 成 22 年 度
事 項 備 考

予 算 額 予算額（案）

百万円 百万円 

 保健衛生施設等整備 2,435 5,827

　１．施設整備費 735 1,229

　２．設備整備費 1,700 4,598 　・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者入院医療機関設備整備事業

　・感染症外来協力医療機関設備整備事業　等

　・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者入院医療機関施設整備事業　等

補 助 対 象 メ ニ ュ ー

【 施 設 整 備 費 】

・感染症指定医療機関

・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者入院医療機関

・感染症外来協力医療機関

・ｴｲｽﾞ治療個室等の施設

・難病相談・支援センター

・原爆医療施設

・原爆被爆者保健福祉施設

・放射線影響研究所施設

・農村検診センター

・結核研究所

・結核患者収容モデル病室

・多剤耐性結核専門医療機関

・医薬分業推進支援センター

・食肉衛生検査所

・精神科病院

・精神科救急医療センター 等

【 設 備 整 備 費 】

・感染症指定医療機関

・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者入院医療機関

・感染症外来協力医療機関

・ｴｲｽﾞ治療拠点病院

・難病医療拠点・協力病院

・原爆医療施設

・原爆被爆者保健福祉施設

・原爆被爆者健康管理施設

・食肉衛生検査所（BSE検査）

・がん診療施設

・さい帯血バンク

・ヒト組織バンク

・眼球あっせん機関

・結核研究所

・医薬分業推進支援センター

・と畜場

・市場衛生検査所

・マンモグラフィ検診機関

・精神科病院 等




